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請願番号 ４ 受理年月日 元 ． ９ ． ２ ０  

件  名 
神奈川県社会福祉センター(仮称)における社会福祉団体の賃借料について特段の

配慮を求めることについての請願 

請      願      者 紹  介  議  員 

＊請願者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

田村 ゆうすけ 

西 村 くにこ 

楠   梨恵子 

１ 請願の趣旨 

私たちは神奈川の地域共生社会の核として、保育、障がい、老人、高齢介護、医療に関わる

社会福祉事業を行っている非営利団体です。 

現在、神奈川の福祉拠点である神奈川県社会福祉会館に事務局を置き、県からの賃借料減免

措置を受け、福祉先進県の一翼を担い数10年間にわたり社会福祉事業を展開しておりますが、

この度この会館が使用停止されることとなり、活動場所を失うところでした。 

その後、神奈川県社会福祉協議会が神奈川県の支援を受け独自に「神奈川県社会福祉センタ

ー(仮称)」（以下、社会福祉センター）を建設することとなり、同センターに新たに設置され

る「県内の社会福祉活動を展開する諸団体の活動に資する場」に活動の場を確保することがで

きました。 

その新たな活動場所の賃借料は、現在の11倍となります。一時的には負担可能であっても高

額な賃借料の負担により、運営が不安定となり、県民に不利益を及ぼしかねません。 

黒岩知事も平成28年第２回定例会の本会議答弁（６月２日代表質問）において、社会福祉セ

ンターを福祉の拠点と位置付け、移転・建設について支援すると明言されました。 

竣工を２年後に控え、いま転居に向けて、賃借料をはじめ具体的な調整が進められています。

社会福祉センターは、全国的に見ても、社会福祉団体が活動する基幹的な場所であり、自治体

の福祉施策を実現していく上で、とても関連性の深い場です。 

社会福祉センターの完成により、入居する社会福祉団体の活動が今まで以上に活性化し、

「ともに生きる社会かながわ憲章」の実現に向けて、県民に有益となるよう努めることは行政

としての役割とも考えます。そういう視点から、福祉先進県を目指すと表明された知事として、

福祉の拠点づくりにふさわしい財政的な支援を神奈川県に強くお願いし、請願いたします。 

 

２ 請願の理由 

私どもの団体は神奈川の地域共生社会の核として、長年にわたり県とともにきめ細かな福祉

事業を提供して、福祉先進県神奈川の福祉の向上に尽力して参りました。 

社会が複雑化していく中で、行政、保育、障がい、老人、高齢介護、医療など枠を超えた連

携が益々必要となって参ります。そのためにも、社会福祉活動を行う団体が連携して安定的、 
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継続的に事業を展開していくことが必要不可欠です。 

新たに設置される「神奈川県社会福祉センター(仮称)」の賃借料は現在の11倍となります。

この賃借料は、建設用地周辺の貸事務所の賃借料と同等程度であり、さらに光熱水費及びごみ

処理・運搬費等は分担金として負担することになっています。 

会費収入を原資とする社会福祉団体にとって大幅な経費の増大はその運営を脅かし、本来非

営利で公的役割を担う団体が目指す社会福祉の向上という目的を果たすことができず、県民に

とって不利益となるものであります。 

つきましては、福祉先進県を唱える県と社会福祉団体とが「ともに生きる社会かながわ憲章」

の実現に向けて、きめ細やかで幅広い福祉を安定的に県民に提供できるよう、新たに神奈川の

福祉拠点となる「神奈川県社会福祉センター(仮称)」の賃借料に対し、福祉先進県としてふさ

わしい財政支援をお願いするものです。 
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請願番号 ５ 受理年月日 元 ． ９ ． ２ ０  

件  名 所得税法第56条廃止の意見書を国に提出することを求める請願 

請      願      者 紹  介  議  員 

＊請願者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

井 坂 新 哉  君 嶋 ちか子 

大 山 奈々子 石 田 和 子 

上 野 たつや 

【請願趣旨】 

中小業者の営業は、家族全体の労働によって支えられています。しかし日本の税制は、所得

税法第56条「事業主の配偶者とその親族が事業に従事したとき、対価の支払いは必要経費に算

入しない」（条文趣旨）により、家族従業者の「働き分」（自家労賃）を必要経費として認め

ていません。 

家族従業者の働き分は事業主の所得となり、配偶者86万円、配偶者以外の家族50万円が控除

されるのみで、これは最低賃金にも達しない額です。このことにより、家族従業者は社会保障

や行政手続きなどの面で不利益を受けています。 

政府は「青色申告にすれば給料を経費にできる」（所得税法第57条）と言いますが、働いて

いる実態が同じでも、申告方法の選択によって、納税者を差別することは許されないことです。

さらに、青色申告の専従者給与は税務署長への届け出と記帳義務などの条件付きであり、取り

消される場合もあります。すでに白色申告者にも、記帳は義務化されており、商売に応じた記

帳が行われています。白色申告の場合、家族の働き分を認めないことは、もはや道理がありま

せん。 

家族従業者の人権を認めない所得税法第56条の廃止を求める意見書は、2019年３月末現在、

全国516の自治体で採択されています。第４次男女共同参画基本計画は、「女性が家族従業者と

して果たしている役割が適切に評価されるよう、税制等の各種制度の在り方を検討する」と明

記しています。世界の主要国では家族従業者の働き分を必要経費と認めています。 

国連女性差別撤廃委員会は2016年３月「所得税法第56条が家族従業女性の経済的自立を妨げ

ていること」を懸念し、「所得税法の見直し」を日本政府に勧告しました。日本弁護士連合会

（日弁連）も2017年11月、政府への意見書に「家族従業者本人の労働の対価と明確に位置付け

られるよう」と、所得税法第56条、57条の見直しを正式に盛り込んでいます。 

差別的税制をこれ以上放置せず、私たちの要望にご理解をいただき、所得税法第56条が早急

に廃止されるよう、国へ意見書を提出して頂くことを請願します。 

 

【請願項目】 

１ 所得税法第56条を廃止するように国に意見書をあげてください。 
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請願番号 ６ 受理年月日 元 ． ９ ． ２ ０  

件  名 私学助成等について請願 

請      願      者 紹  介  議  員 

  ＊請願者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

田村 ゆうすけ 西 村 くにこ 

曽我部 久美子 池 田 東一郎 

請願の理由 

 神奈川県は私学発祥の地であり、県下の私立中学校・中等教育学校・高等学校は、独自の伝

統と校風を守り、建学の精神を現代に生かし、有為な人材の育成に努力し、本県教育の充実発

展に貢献してまいりました。 

 幸い、本県においては、私学に対し、知事をはじめとする県当局並びに県議会議員の皆様の

深いご理解とご支援のもとに、私学助成の充実が図られてきました。 

 さて、今日、私学経営はますます厳しい時代に入っております。とりわけ経常費補助金につ

いては、全国的に見ると未
いま

だ生徒一人当たりの単価は、高等学校（全日制）、中学校、中等教

育学校ともに国の財政措置額を大幅に割り込み、全都道府県の中で最低の水準にあります。し

かしながら、神奈川私学は県下後期中等教育の約３分の１という役割を担っていることから、

県下教育を担当している責務の重大さを痛感し、県民に信頼される個性豊かで、特色・魅力あ

る学校づくりのため、一層努力する所存であります。 

 つきましては、令和２年度私学助成に関し、下記の点に格段のご配慮を賜りますよう、お願

い申しあげます。 

 

請願の内容 

 令和２年度の経常費補助については、一層の増額をお願いしたい。 
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請願番号 ７ 受理年月日 元 ． ９ ． ２ ０  

件  名 交通弱者に配慮した交通安全施設の整備に関する請願 

請      願      者 紹  介  議  員 

＊請願者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

田村 ゆうすけ 

谷口 かずふみ 

楠   梨恵子 

（請願の要旨） 

  高齢者・視覚障害者・盲ろう者を含めて、子供から車いす利用者など交通弱者が安心かつ安

全で利用しやすい信号機等の交通施設を整備・促進して下さい。 

 

（請願の理由） 

  現在、我が国において音響式信号機が全国各地で設置されていることに伴い、神奈川県にお

いては県内各所に750箇所以上が設置されていると聞き及んでおります。しかしながら、高齢

者、視覚障害者、盲ろう者など様々な障害者を含めて信号機などを利用する者にとって、安心

かつ安全で横断できる環境が十分整備されていないと、考えざるを得ません。 

その理由として、以下の事例が挙げられます。 

（主な事例） 

・見えづらい、聞こえづらいの障害を併せ持つ盲ろう者（視聴覚重複障害者の総称）にとって

視覚的聴覚的に横断歩道の向こう側に位置する信号の色を判断しづらい、音響を確認しづら

いことがしばしばある。また、信号色の判別が困難なので、周囲の人の動きに合わせて横断す

る場合が多いが、信号色の区別がわからないまま横断することに不安を感じる。 

・音響付信号機があっても、例えば交差点の場合、どの方向が青、あるいは赤なのか音を聞い

ても判断しづらい人がいる。さらに音響装置が高い位置あるいは遠く離れた位置に設置され

ているところは音が聞こえにくい場合がある。 

・弱視（色覚や光覚が低い、白濁、視野狭さくなど）人が横断する際に、太陽の逆光がまぶし

くて信号の色が見えづらい場合がある。 

・車いす利用者が横断する際にも高い位置の歩行者信号機は見づらく、押しボタンの位置も高

いため、気軽にボタンを押しづらい不便さがある。 

  一人ひとりにとって見えづらさ・聞こえづらさは様々であり、上記に見られるように視覚ま

たは聴覚による青と赤の判断は困難な人が多数います。残された触覚機能を用しての横断が

できるように、例えば間近で確認できる「ＬＥＤ信号灯」「音響」「振動」の３つを兼ね備えた

信号機補助装置が有効です。大阪市内に設置されている装置を実際に体験した神奈川県の盲

ろう者、視覚障害者などの間にも大好評の声が上がっています。また、大阪府警の調査結果で 
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は、装置を設置後の交通事故が56％減少していると報告されています。 

 以上の理由から、高齢者・視覚障害者・盲ろう者など障害の有無に関わらず、一般にとって

も利用しやすい環境の整備が進められるように、既存の交通安全施設の更なる設置や運用の見

直しを進めると共に、こうした新しい交通安全施設の整備を利用者一人ひとりの意見を聞きな

がら検討して頂き、誰もが安全に安心して移動出来る交通安全施設の更なる整備を進めて下さ

い。 

 障害者への配慮とそれに伴う環境整備が行われることは、障害者の範囲にとどまらず、さら

に一般に対する配慮と環境整備が向上することができます。それによってユニバーサルデザイ

ン社会かつ共生社会の推進につながるはずです。 

 交通弱者に配慮した交通安全施設の更なる整備の実現に関して、何卒
なにとぞ

おくみ取りくださいま

すよう、お願い申し上げます。 
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請願番号 ８ 受理年月日 元 ． ９ ． ２ ０  

件  名 政務活動費の支出伝票の閲覧の改善を求める請願 

請      願      者 紹  介  議  員 

＊請願者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

君 嶋 ちか子 大 山 奈々子 

石 田 和 子 上 野 たつや 

１ 請願要旨 

政務活動費の支出伝票の閲覧はネットで公開することが望ましいが、ネット公開が行われ

ていない現在、閲覧の請求当日に公開出来るようにして下さい。 

 

２ 請願理由 

現在、政務活動費の支出伝票を閲覧するには、事前に県庁に出向き、行政文書公開の書類

に記入し、承認されると公開を許可するとの文書が郵送される。それを持参して開示請求を

して閲覧するという煩雑な手続きが必要である。                   

 県内の地域によっては県庁まで往復数時間をかけ、予め許可を得たうえで、閲覧するため

二度往復しなければ閲覧できない。他の自治体ではこのような手続きはない。      

 すでに政務活動費をホームページで公開している都府県ではこのような手続きは不要であ

る。ホームページでの公開がされていない自治体でも、当日の申し込みで閲覧は出来ること

になっている。 
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請願番号 ９ 受理年月日 元 ． ９ ． ２ ０  

件  名 会派・議員の事務所の住所および電話番号などの公開を求める請願 

請      願      者 紹  介  議  員 

＊請願者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

君 嶋 ちか子 大 山 奈々子 

石 田 和 子 上 野 たつや 

１ 請願要旨 

  県民の多様な意見や要望を広く聞き、県政に反映させるために、会派・議員の事務所の連 

絡先である住所と電話番号などの公開は不可欠である。神奈川県の政務活動費が充当される 

11項目の中にも、事務所費は経費として指定されていることから、公開を求めます。 

 

２ 請願理由 

・県民が要求や意見を表明出来る地元議員の連絡先が公開されないのは、県民の利益に反す

る。 

・議員の意見を聴くためにアンケートを送付したが、事務所の住所がわかったのは全議員の

８割ほどであった。 

・県の議会局に問い合わせても事務所住所は個人情報になるので公開していないとのことで

あったが、議員は公人であり議員事務所の住所は個人情報とは言えない。 

・横浜市をはじめ多くの自治体では議員事務所は公表され、冊子にして配布している自治体

もある。神奈川県の対応は県民に開かれた議会からほど遠いものとなっている。 
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